
令 和 ６ 年 １ 月 ３ ０ 日  

環 境 政 策 部  

 環境・エネルギー施策推進課 

 

世田谷区役所地球温暖化対策実行計画（第６期計画）素案について 

 

１ 主旨 

 区は、世田谷区役所の事務事業に関して、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用

の保全及び強化のための計画として、「世田谷区役所地球温暖化対策実行計画（第５期計

画）」を策定し、取組みを進めてきた。 

 さらなる区の事務事業における温室効果ガス排出量削減を推進するため、第６期計画の

策定に向けた検討を行った。この度、素案を取りまとめたので、報告する。 

 

２ 本計画のねらい 

（１）事業主体としての区役所の脱炭素中間目標の達成 

  わが国の国際公約である 2050 年度カーボンニュートラルの実現のため、国は 2030 年

度の中間目標として 2013 年度比で 46％の温室効果ガスの削減目標を掲げている。これ

を受けて区では「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画」において、2030 年度の中間目

標を 57.1％の温室効果ガスの削減と定めた。本計画では、地域全体の目標に沿って、事

業者としての区役所の各業務において、2030 年度に 57.1％の温室効果ガス排出量を削減

することを目標とする。 

（２）エネルギーの脱炭素化の推進 

  温室効果ガス排出量を 5割以上削減するには、従来のような省エネルギーの取組みの

みでは困難であり、消費エネルギー原単位ごとの温室効果ガス排出量（炭素集約度）を

削減すること（エネルギーの脱炭素化）が不可欠である。本計画では炭素集約度を約半

分に削減することを目標とする。その達成のため、事務事業で使用する電力（公共施設

で使用する電力）の 68％を再生可能エネルギー由来の電力に転換する。 

（３）省エネルギーの更なる徹底 

  エネルギーは再エネ、非再エネ問わず貴重なものであり、引き続き「小さなエネルギ

ーを賢く使う」省エネルギーの不断の努力が必須である。本計画では 2022 年度比で約

11.5％の消費エネルギーの削減を目標とする。国の第６次エネルギー基本計画におい

て、建築物のエネルギー消費量を平均 40％削減する性能向上（平均 BEI0.6 以下の実

現）を定めていることから、4.9％を公共施設の省エネルギー性能向上で達成することと

し、残り 6.6％は事務事業におけるエネルギー使用を見直し、消費エネルギーの抑制を

徹底する。 

 

 

 

報告資料２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                             

                             

 

 

 

 

 

現在 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

導入割合 18% 22.1% 23.6% 44.7% 56.4% 68.1% 68.1% 68.1%
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再エネ電力の導入割合

導入割合

費用 
① 環境価値分 5,600 万円／年 
② オークションによる削減効果 1,700 万円／年 
③ 追加費用（①－②） 3,900 万円／年 

100％ 

42.9% 

2013年度 2030年度 

省エネルギーに
よる削減 1.5％ 

エネルギーの脱
炭素化による削
減 55.6% 

③エネルギー消費量の
削減 
(2013 年度)23,851kl 
(2022 年度)26,185kl 

↓ 
(2030 年度) 23,157kl 
2013 年度比 2.9%減 
2022 年度比 11.5%減 

②炭素集約度の低減 
(2013 年度) 
1.67t-CO2/kl 
↓55.6%減 

(2030 年度) 
0.74 t-CO2/kl 

再エネ電力の調達 
(2023 年度)18.0％ 
↓50.1%増 

(2030 年度)68.1％ 

公共施設の省エネ 
2022 年度比 4.9％減 
ZEB 化、省エネ化 

事務事業の省エネ 
2022 年度比 6.6％減 
省エネ行動の徹底 

①温室効果ガスの削減 2013年度比 57.1％削減 

図 1 世田谷区役所地球温暖化対策実行計画（第６期）のねらい（目標） 

図２ 再生可能エネルギー電力調達の導入計画及び費用 

※3,875 万 kwh（区施設全体の電力量約 7,750 万 kwh の 50%（68%－18%））に環境価値分 

（非 FIT 非化石証書（再エネ指定）︓1.441 円／kwh）を乗じた額。 



３ 計画素案（別紙「世田谷区役所地球温暖化対策実行計画（第６期計画）素案」参照） 

（１）計画素案のポイント 

・「世田谷区地球温暖化対策地域推計画」の区域における 2030 年度の温室効果ガス削減

量を 2013 年度比で 57.1％減とする目標設定を踏まえた新たな温室効果ガス総排出量

の削減目標を設定した。 

・「温室効果ガス総排出量」の削減目標に加え、「省エネルギー」及び「エネルギーの

脱炭素化」を図る指標である「エネルギー消費量」及び「炭素集約度」による目標を

設定した。 

・個別の取組みについて、「太陽光発電設備の導入」「新築・改築等における建築物の

ＺＥＢ化」「改修等における建築物の省エネルギー化」「ＬＥＤ照明の導入」「電動

車の導入」「再生可能エネルギー電力の調達」「コピー用紙購入枚数の削減」を個別

目標を設定する重点的な取組みに位置付けた。 

・全庁を挙げて実施してきたこれまでの取組みに加え、更に脱炭素を推進するための取

組みとして、「公共施設における適切なエネルギー利用の徹底」の拡充、「事業構

築、計画策定における脱炭素の推進」「区主催等のイベントの実施に伴う温室効果ガ

スの排出等の削減」等を個別の取組みに位置付けた。 

・公共施設、省資源（３Ｒ）、共用備品等の省エネルギー化等における個別の取組みを

定めた。 

（２）案作成に向けた調整事項 

・「重点的な取組み」について、個別の目標を設定する。 

・その他の個別の取組みに関して、内容を追加し、明確化する。 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和６年２月 環境・災害・防犯・オウム問題対策等特別委員会（素案の報告） 

４月 政策会議（計画案の決定） 

５月 環境・災害・防犯・オウム問題対策等特別委員会（案の報告） 

７月 計画改定 
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１ 計画の基本的事項 

（１）目的 

  本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条第１項に基づき、地方公共団体の事

務事業に伴う温室効果ガスの量の排出の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置を定

め、実施するための「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（事務事業編）」として策定する。 

地方公共団体は、自ら率先的な取組みを行うことにより、区域の事業者・住民の模範となるこ

とが求められている。このため、計画内に示す措置に区が率先して取り組むことによって、自ら

の事務事業に伴う温室効果ガスの量の排出の削減並びに吸収作用の保全及び強化を進めていく

ことを目的とする。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき策定されるとともに、同法第 21条

第４項に基づく「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」に該当する「世田谷区地

球温暖化対策地域推進計画」に定める区役所の率先行動と密接に連携するものである。 

計画策定においては、2021 年 10 月に閣議決定された国の「地球温暖化対策計画」を踏まえる

ものとする。地球温暖化対策計画では、「地方公共団体実行計画（事務事業編）」に記載する具体

的な取組み項目について、国が「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等の

ため実行すべき措置について定める計画」（2021 年 10 月閣議決定。以下「政府実行計画」とい

う。）に基づき実施する取組みに準じて、率先的な取組みを実施することが示されている。このた

め、具体的な措置の内容及び目標については、政府実行計画に準じて設定する。 

関連する法令としては、省エネ法、建築物省エネ法、グリーン購入法、環境配慮契約法、木材

利用促進法等が挙げられる。なお、上位計画としては、「世田谷区環境基本計画」が該当し、その

他の連携すべき関連計画としては「世田谷区公共施設等総合管理計画」等が挙げられる。これら

の関連計画や法令に配慮し、取組みを進めていく。 

【図１】世田谷区役所地球温暖化対策実行計画の位置づけ 
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（３）対象となる事務及び事業 

  本計画は、区が行うすべての事務及び事業を対象とする。 

 

（４）計画の基準年度と目標年度（計画期間） 

本計画の計画期間は、2024 年度から 2030 年度までの７年間とする。 

温室効果ガス排出量の削減目標等の設定にあたっては、国の地球温暖化対策計画を踏まえ、

2013 年度を基準年度とし、2030 年度を目標年度に設定する。 

 

２ 温室効果ガスの排出状況 

（１）対象とする温室効果ガス 

本計画の対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項におい

て規定されている下表１の７種類のガスのうち、世田谷区役所が排出する①から④のガスとする。

なお、④については、車載カーエアコンの冷媒として使用しているガスの自然漏出分を対象とす

る。 

【表１】温室効果ガスの種類（地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項） 

温室効果ガス 人為的な発生源 

①二酸化炭素（ＣＯ２） 石油や天然ガス等の化石燃料の燃焼など 

②メタン（ＣＨ４） 自動車の走行など 

③一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 自動車の走行など 

④ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣｓ） カーエアコン使用（冷媒ガス漏洩含）など 

⑤パーフルオロカーボン類（ＰＦＣｓ） 半導体の製造工程など 

⑥六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 変電設備に封入される電気絶縁ガスなど 

⑦三ふっ化窒素（ＮＦ３） 半導体の製造工程など 

 

（２）単位 

本計画では、温室効果ガスの排出量を t-ＣＯ２で表記する。t-ＣＯ２は、ＣＯ２１トンを意味す

る。なお、ＣＯ２以外の温室効果ガス排出量についても、各種ガスの排出量に地球温暖化係数（Ｃ

Ｏ２を１としたときの各種ガスの温室効果を表す指標）を乗じて t-ＣＯ２相当量に換算し、表記

する。 
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（３）基準年度(2013 年度)における温室効果ガス排出量等 

世田谷区役所における基準年度(2013 年度)の温室効果ガス排出量は、40,474t-ＣＯ２、エネル

ギー消費量は原油換算で 24,048kℓ である（表２参照）。エネルギーの使用による排出量が 99.96％、

そのうち公共施設等のエネルギーの起源ＣＯ２排出量が温室効果ガス排出量の 98.69％を占める。 

【表２】2013 年度 世田谷区役所の項目別活動量・温室効果ガス排出量 

活動要因 

活動量 エネルギー 

消費量 

(原油換算 kℓ) 

温室効果ガス 

排出量 

(ｔ－CO2 換算) 

構成比 

(％) 単位 データ 

エネルギー 

使用による 

二酸化炭素 

（CO2）排出 

 

ガソリン 車両 千 ℓ 147 131 342 0.8 

軽油 車両 千 ℓ 66 64 170 0.4 

灯油 施設 千 ℓ 65 61 161 0.4 

重油 施設 千 ℓ 248 250 671 1.7 

ＬＰＧ 施設 ｔ 30 39 90 0.2 

ＬＰＧ 車両 ｔ 0 0 0 0.0 

天然ガス 

(ＬＮＧを

除く) 

車両 千㎥ 2 2 3 0.0 

都市ガス 施設 千㎥ 4,999 5,804 11,218 27.7 

電気 施設 千 kwh 69,637 17,697 27,804 68.7 

自動車排気 

ガスに含まれ

るメタン（CH4） 

及び一酸化二

窒素（N2O） 

ガソリ

ン
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ 

普通・小型 

乗用車 
千 km 125 

 
1 0.0 

乗合自動車 千 km 5  0 0.0 

軽自動車 千 km 10  0 0.0 

普通貨物車 千 km 8  0 0.0 

小型貨物車 千 km 101  1 0.0 

軽貨物車 千 km 889  6 0.0 

特殊用途車 千 km 62  1 0.0 

軽
油 

小型貨物車 千 km 43  0 0.0 

特殊用途車 千 km 197  2 0.0 

カーエアコンの使用によるハイドロ 

フルオロカーボン（HFC－134a）の流出

（年間） 

台 295 

 

4 0.0 

合計 40,474  
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（４）世田谷区役所の温室効果ガスの排出の傾向 

  世田谷区役所の基準年度の温室効果ガス排出量は、公共施設のエネルギーの使用によるＣＯ２

排出量が 98.69％である。エネルギーの種類では、電力の割合が最も高く、電気の使用によるＣ

Ｏ２排出量が全体の 68.7％を占める。 

  エネルギー起源ＣＯ２排出量は、エネルギー消費量と炭素集約度の積により算出される。 

  世田谷区役所の温室効果ガス排出量の削減のためには、「エネルギー消費量の削減」と「エネル

ギーの脱炭素化」を推進することで、「エネルギー起源ＣＯ２排出量を削減」することが重要であ

る。特に、エネルギー消費量のうち、最も割合の高い電力について、再生可能エネルギー電力の

調達等を進め、脱炭素化を推進することが効果的であると考えられる。 

 

 

炭素集約度について 

「炭素集約度」とは、エネルギー消費量単位当たりのＣＯ２排出量である。炭素集約度が 

低減しているほど、使用しているエネルギーの脱炭素化が進んでいることを示す。再生可能エ

ネルギー電力の調達や、石油と比較して二酸化炭素排出量の少ない天然ガスへの切替えなどに

より炭素集約度を低減することができる。 

エネルギーの種類ごとの活動量に、各々異なる排出係数を乗じることでエネルギー起源 

ＣＯ２排出量を算出することができるが、これらのＣＯ２排出係数を総合した値「炭素集約度」 

を指標とすることで、エネルギー転換も含めた総合的なエネルギーの脱炭素化の状況を点検 

することが可能となる。 

（例） 

ガスの活動量（熱量 GJ）×ガスの排出係数＝ガスのＣＯ２排出量 

灯油の活動量（熱量 GJ）×灯油の排出係数＝灯油のＣＯ２排出量 

電力Ａの使用量（kwh）×電力Ａの排出係数＝電力ＡのＣＯ２排出量 

 電力Ｂの使用量（kwh）×電力Ｂの排出係数＝電力ＢのＣＯ２排出量 

             合計のＣＯ２排出量÷総エネルギー消費量＝炭素集約度 

 

電力排出係数について 

  「排出係数」は、一定のエネルギー使用量等（例：電力使用量１kWh、ガスや灯油等の燃料 

の熱量１GJ など）当たりのＣＯ２排出量であり、エネルギーの種類によって排出係数が異な

る。様々な排出係数の中で、ＣＯ２排出量の変動に大きな影響を及ぼすのが、電力排出係数で

ある。 

電力排出係数は、発電に用いられる電源（火力、水力、太陽光、原子力など）の割合によっ

て数値が変動する。具体的には、石炭・石油などの化石燃料を用いる火力発電の割合が高けれ

ば数値が大きくなり、再生可能エネルギーなど非化石燃料による発電の割合が高くなれば数値

が小さくなる。 
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 基礎排出係数と調整後排出係数 

  電力排出係数には、「基礎排出係数」と「調整後排出係数」がある。 

基礎排出係数は、電気事業者がそれぞれ供給（小売り）した電気の発電に伴う燃料の燃焼に

より排出された二酸化炭素の量（実二酸化炭素排出量）を、当該電気事業者が供給（小売り）

した電力量で除して算出される。 

調整後排出係数は、電気事業者の実二酸化炭素排出量に対して、再生可能エネルギーの固定

価格買取制度に係る費用負担による調整を行うとともに、他者の排出の抑制等に寄与した量を

控除した結果に基づき算出される。 

再生可能エネルギー電力の調達等の取組が反映できるよう、点検に当たっては、調整後排出

係数を用いて温室効果ガスの総排出量を算定するものとする。 
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（５）計画改定の視点 

次の視点に立って計画を改定し、世田谷区役所の事務事業に関する温室効果ガス排出量の削

減等を進める。 

＜計画改定にあたっての視点＞ 

・「地方公共団体実行計画（区域施策編）」である「世田谷区地球温暖化対策地域推計画」の 

区域における 2030 年度の温室効果ガス削減量を 2013 年度比で 57.1％減とする目標設定を 

踏まえた新たな温室効果ガス総排出量の削減目標を設定する。 

・進捗管理において、「温室効果ガス総排出量」の削減目標に加え、「省エネルギー」及び 

「エネルギーの脱炭素化」を図る指標である「エネルギー消費量」及び「炭素集約度」による 

個別の目標設定や点検・評価を行う。 

・個別の取組みについて、「政府実行計画」に準じた目標を設定する。 

 そのうち、特に公共施設におけるエネルギーの脱炭素化、省エネルギー化に係る取組みである 

「再生可能エネルギー電力の調達」「太陽光発電設備の導入」「新築・改築等における建築物の 

ＺＥＢ化」「改修における建築物の省エネルギー化」「ＬＥＤ照明の導入」等について重点的 

に検討する。 

・全庁を挙げたこれまでの取組みに加え、更に脱炭素を推進するための取組みとして、「公共施設

における適切なエネルギー利用の徹底」の拡充、「事業構築、計画策定における脱炭素の推進」

「区主催等のイベントの実施に伴う温室効果ガスの排出等の削減」等を検討する。 

環境マネジメントシステム「ＥＣОステップせたがや」における年次ごとの重点的取組みに 

位置づけ、集中的に実行する。 

・個別の取組みについては、主に次の各部門における計画を定める。 

《部門及び検討の視点》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設（建物・道路・公園等）関連 

・公共施設整備     ＺＥＢ化、省エネルギー化の推進 

・公共施設の運用    省エネルギーの推進、再生可能エネルギー利用 

・公有財産における緑化 敷地内の緑化等 

省資源（３Ｒ） 

・ペーパーレス化の推進     デジタル化、紙使用の削減等 

・Reduce、Reuse、Recycle の推進 イベントでの省資源の徹底、職員の率先行動 

共用備品等の省エネルギー化 

・公用車    ＺＥＶへの転換、車両利用の抑制等 

・ＩＣＴ機器等 省エネルギー型機器類への切り替え等 

・自動販売機    省電力対応自販機の継続等 

・グリーン購入の推進 
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３ 温室効果ガス総排出量等の目標 

（１）温室効果ガス総排出量 

 

 

【目標の算出根拠】 
「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画（計画期間︓2023 年度～2030 年度）」において、

2030 年度温室効果ガス削減目標を「2013年度比で 57.1％削減」と設定している。事業体と
しての世田谷区役所もこの目標を率先して達成すべきであることから、同様の目標を設定する。 
 また、「CO2 排出量 ＝ エネルギー消費量 × 炭素集約度」であることから、炭素集約
度及びエネルギー消費量の目標を併せて設定する。温室効果ガス総排出量の目標は車両に由来
する温室効果ガスも含むが、炭素集約度及びエネルギー消費量については、区施設における目
標設定とする。 
 

（２）炭素集約度 

 
 
【目標の算出根拠】 
① 2030 年度における全電源平均の電力排出係数が、国のエネルギー基本計画及び地球温暖
化対策計画で見込む水準※に低減することを想定 
※2030 年度の全電源平均の電力排出係数 0.25kg-CO2/kWh 
出典︓地球温暖化対策計画別表（原典︓2030 年度における電力需給の見通し） 

② 目標値の達成のため、「区施設における再生可能エネルギー電力を 68％以上調達」とする
個別目標を達成する。 

③ エネルギー構成比は基準年度から変わらないものと想定 
④ 2013 年度の炭素集約度の実績値に対し、再生可能エネルギー電力の調達目標を達成して、 
エネルギーの脱炭素化を進めた①～③の条件下での 2030 年度の炭素集約度の想定値を 
比較して削減目標を算出した。 
（内訳） 
炭素集約度 ＝ CO2排出量 ÷ エネルギー消費量 
区施設における 2013 年度の炭素集約度︓1.67ｔ－CO2/kl 
（区施設における 2013年度の CO2排出量 39,944ｔ－CO2を 
 区施設における 2013年度のエネルギー消費量 23,851kl で除算した数値） 
区施設における 2030 年度の炭素集約度︓0.74ｔ－CO2/kl 
（①～③の条件下の区施設における 2030 年度の CO2排出量 17,711ｔ－CO2を 
 区施設におけるエネルギー消費量 23,851kl で除算した数値） 
⇒2030 年度において、2013 年度比で 55.6%削減 

  

目標 2030 年度において、2013年度比で 57.1％削減をめざす。 

目標 2030 年度において、2013年度比で 55.6％削減をめざす。 
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（３）エネルギー消費量 

 

 
 
 
 
【基準年度比目標の算出根拠】 
① 炭素集約度の目標値を達成した上で、温室効果ガス総排出量の目標を達成することができ
るエネルギー消費量を目標値に設定する。 

② エネルギー消費量 ＝ CO2 排出量 ÷ 炭素集約度  
区施設における 2030 年度 CO2排出量（2013年度比 57.1％削減）︓17,136ｔ－CO2 
区施設における 2030 年度炭素集約度（2013 年度比 55.6％削減）︓0.74ｔ－CO2/kl 
区施設における 2030 年度エネルギー消費量の目標︓23,157kl 
（区施設における 2030年度 CO2排出量目標値 17,136ｔ－CO2を 
区施設における 2030 年度炭素集約度目標値 0.74ｔ－CO2/kl で除算した数値） 
⇒2013 年度実績値 23,851kl と比較し、2.9％削減 

③ 目標値の達成のため、ハード面での施設整備による「公共施設のZEB化・省エネルギー化」
とソフト面での全庁的な運用による「公共施設における適切なエネルギー利用の徹底」と、
ソフト・ハード両面での省エネルギー化を推進する。 

【目標について】 
① 把握可能な直近の区施設におけるエネルギー消費量（2022 年度実績 26,185kl）に対して
は、11.5％削減する必要がある。 

② 削減の内訳の想定 
公共建築物の ZEB 化・省エネ化 4.9% 省エネルギー行動等の運用 6.6% 
 

 
（参考）基準年度（2013 年度）における区施設のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量 

エネルギー 

の種類 

活動量 

 

エネルギー 

消費量 

(原油換算 kℓ) 

温室効果ガス 

排出量 

(ｔ－CO2 換算) 

エネルギー 

消費量の 

構成比(％) 単位 データ 

灯油 千 ℓ 65 61 161 0.3 

重油 千 ℓ 248 250 671 1.0 

ＬＰＧ ｔ 30 39 90 0.2 

都市ガス 千㎥ 4,999 5,804 11,218 24.3 

電気 千 kwh 69,637 17,697 27,804 74.2 

合計 23,851 39,944 ‐ 

 

 

目標 2030 年度において、2022年度比で 11.5％削減をめざす。 

基準年度
比目標 2030 年度において、2013年度比で 2.9％削減をめざす。 
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＜目標設定における積算＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

必達目標︓温室効果ガス総排出量 
2030 年度において、2013 年度比で 57.1％削減をめざす。 

「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画」の区域における目標 

区役所が率先して達成 

世田谷区役所の温室効果ガス総排出量 
公共施設のエネルギーの使用によるＣＯ２排出量︓98.69％ 
特に、電気の使用によるＣＯ２排出量が全体の７割弱 

公共施設における「省エネルギー」＋「エネルギーの脱炭素化」を 
ソフト・ハード両面から進める必要がある 

ソフト面における「エネルギーの脱炭素化」の取組み 
再生可能エネルギー電力の調達（小売電気事業者との契約における 
再生可能エネルギー電力の購入）⇒区施設の６８％以上調達 

電力排出係数の低減（国の地球温暖化対策計画等で見込む水準） 

炭素集約度※︓約 55.6％削減（2013 年度比）※区施設における 
 

炭素集約度 55.6%削減を達成した上で、温室効果ガス総排出量 
57.1%削減可能なエネルギー消費量の削減目標※︓2.9％削減 
（2013 年度比）※区施設における 

直近の実績値（2022 年度）比では 11.5％削減 

ハード面での省エネルギ
ー化の取組み︓4.9％削減 
公共建築物の ZEB 化、 
省エネ化 

ソフト面での省エネルギー
化の取組み︓6.6％削減 
公共施設における適切な 
エネルギー利用の徹底 
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＜省エネルギー化と他の施策との相乗効果＞ 
 
 省エネルギー化を進める際は、他の施策との相乗効果が発揮されるよう考慮する。 
 
 例︓学校の暑さ対策 
  
 
 
 
 
 
 
 
  ⇒省エネルギー化を行うことが、暑さ対策に寄与する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

ハード面での省エネルギー化の
取組み 
改修での老朽化した空調の更新、
省エネ化 
新築・改築・大規模な改修での
ZEB 化 

ソフト面での省エネルギー化
の取組み 
カーテンやブラインドの活用 
空調使用時の感染症対策の 
換気を常時ではなく 
30 分～1時間に 1回行うなど 
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４ 重点的な取組み  

（１）太陽光発電設備の導入 

 

 

 

個別の取組み 個別の取組みの目標及び内容 

太陽光発電設備の 
最大限の導入 

２０３０年度には設置可能な公共建築物（敷地を含む。）の約２１％以上に太陽
光発電設備を設置することを目指す。 
区が新築・改築を行う公共建築物における太陽光発電設備の設置 

※太陽光発電設備の設置にあたっては、屋上利用や屋上緑化等の他の用途と設置スペースとの調整を行い、
荷重条件、日射条件、設置可能な有効面積、実用的な技術革新の状況等を踏まえ、具体的な設置方法を 
検討する。 
 

〈導入計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 
現況値 

2024～2030 
総量 

R6～R12 

公共建築物への太陽光発電設備の導入数 ７６施設 ３６施設 １１２施設 

公共建築物への太陽光発電設備の導入割合 １４．９％ ２１．９％ 

 

【目標の算出根拠】 
新築・改築・大規模な改修において、太陽光発電設備の設置を推進するよう目標設定を行った。 
（内訳） 
公共建築物数 510 を見込む 
令和５年度までの太陽光発電設備設置数(PPA を含む) 76 
2024 年度から 2030 年度までの改築・長寿命化予定の建築物 36 
⇒新築・改築・大規模な改修において、太陽光発電設備の設置を推進する。 
公共建築物数 510に対する 2030 年度時点の総量 112 の割合 21.9% 
 
  

目標 ２０３０年度には設置可能な建築物（敷地を含む。）の約２１％以上に 
太陽光発電設備を設置することを目指す。 



 

12 
 

（２）新築・改築等における建築物のＺＥＢ化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連する取組み 取組みの目標及び内容 

公共建築物における
省エネルギー対策 

公共建築物を建築する際には、省エネルギー対策をし、温室効果ガスの排出の
削減等に配慮したものとして整備する。 
公共建築物を新築・改築する場合においては、Ｎearly ZEB（BEI≦0.25）を目
指す。 
ただし、屋上緑化・設備機器設置・屋上利用等により、太陽光発電設備を有効
に設置できる面積が十分確保できない場合は、当面は ZEB Ready（BEI≦0.50）
を実現することとし、実用的な技術革新が進んだ際には、Nearly ZEB が達成
できる水準を目指すものとする。 
大規模な改修を行う公共建築物には、ZEB 仕様を採用することにより、ZEB 
Ready の実現を目指す。【新規】 
建築物の断熱性能の向上に努める。 

高効率空調機の導入等、温室効果ガスの排出の少ない設備の導入 

 

〈導入計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 

2024～2030 
総量 

R6～R12 

ＺＥＢ Ready 相当以上の新築・改築・ 
大規模な改修を行う建築物 

３６施設 ３６施設 

新築・改築・大規模な改修建築物の平均 BEI ０．５以下 

 

【目標の算出根拠】 
「世田谷区公共建築物ZEB 指針（令和５年１２月策定）」の「ZEBの目標」により設定した。 

 

 

 

目標 

公共建築物を新築・改築する場合においては、Ｎearly ZEB（BEI≦0.25）
を目指す。 
ただし、屋上緑化・設備機器設置・屋上利用等により、太陽光発電設備を有
効に設置できる面積が十分確保できない場合は、当面は ZEB Ready
（BEI≦0.50）を実現することとし、実用的な技術革新が進んだ際には、
Nearly ZEB が達成できる水準を目指すものとする。 
大規模な改修を行う公共建築物には、ZEB 仕様を採用することにより、ZEB 
Ready の実現を目指す。 

※平均 BEI については、
シミュレーション中 
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（３）改修等における建築物の省エネルギー化 

 

 

 

 

関連する取組み 取組みの目標及び内容 

公共建築物における
省エネルギー対策 

今後予定する公共建築物の中長期改修について、適用が可能な場合は 
「公共施設省エネ指針」の省エネルギー手法を適用し、２０３０年度までに 
改修建築物の９０％以上を省エネルギー化することを目指す。 
建築物の断熱性能の向上に努める。 

高効率空調機の導入等、温室効果ガスの排出の少ない設備の導入 

 

〈導入計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 

2024～2030 

R6～R12 

改修における省エネルギー化を行う建築物 約 155 施設 

改修建築物のうち省エネルギー手法を 
適用する割合 

約 90％ 

 
【目標の算出根拠】 
「中長期保全計画」等を参考に改修年と改修内容を想定。 
「（仮称）公共施設省エネ・再エネ指針」における標準仕様の目安となる省エネ改修手法を実施可能
な割合を想定し算出した。 
  

目標 
今後予定する公共建築物の中長期改修について、適用が可能な場合は 
「公共施設省エネ指針」の省エネルギー手法を適用し、２０３０年度までに
改修建築物の９０％以上を省エネルギー化することを目指す。 
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（４）ＬＥＤ照明の導入 

 

 

 

 

〈導入計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 
現況値 

2024～2030 
総量 

R6～R12 

公共建築物の高効率照明改修数 １７４施設 8８施設 ２6２施設 

公共建築物への高効率照明の導入割合 約３４％ 約５１％ 

 

【目標の算出根拠】 
「（仮称）公共施設省エネ・再エネ指針」における標準仕様の目安となる省エネ改修手法に位置付け
た。 
「中長期保全計画」等を参考に改修年と改修内容を想定。 
LED 照明の導入が可能な割合を想定し算出した。 

 
  

目標 既存施設を含めた区のＬＥＤ照明の導入施設割合を２０３０年度までに 
５０％以上とする。 
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（５）電動車の導入 

 

 

 

個別の取組み 個別の取組みの目標及び内容 

電動車の導入 

区の公用車について、２０３０年度までに５９．４％を電動車とする。 

公用車等の効率的利用の推進 

公用車等の台数の削減 

 

〈年次計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 
現況値 

2024～2030 
総量 

R6～R12 

公用車への電動車の導
入数 

１５ １０８ １２３ 

公用車における電動車
の導入割合※ 

５．６％ ５９．４％ 

※電動車が市場に存在しない特殊車両等を除く 

 

【目標の算出根拠】 
「公用車の管理運営等に係る基本方針」（令和４年１０月）に基づき、貨物車及び乗用車の２割以上
を削減すると同時に、段階的にＥＶ化すると想定し算出した。 

  
 

 

  

目標 区の公用車について、２０３０年度までに５９．４％を電動車とする。 

※年次計画については、
本庁舎等整備の進捗等も
勘案し積算中 
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（６）再生可能エネルギー電力の調達 

 

 

 

個別の取組み 個別の取組みの目標及び内容 

再生可能エネルギ 
ー電力調達の推進 

２０３０年度までに区で調達する電力の６８％以上を再生可能エネルギー電力
とする。 
６８％を超える電力についても、排出係数が可能な限り低い電力の調達を行う。 

 

〈年次計画・進捗管理指標〉 
年度等 

取組み 
現況値 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 
総量 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

公共建築物の再生可能
エネルギー電力導入数 

92 

施設 
4 施設 

10 

施設 

40 

施設 

21 

施設 

9 

施設 
― ― 

176 

施設 

公共建築物への再生 
可能エネルギー電力の
導入割合（累計） 

18.0％ 22.2％ 23.6％ 44.8％ 58.5％ 68.1％ ― ― 68.1％ 

 

年度 再生可能エネルギー電力導入予定の公共建築物 
2024 R6 総合支所（４施設） 
2025 R7 出張所、まちづくりセンター（１０施設） 
2026 R8 小学校（４０施設） 
2027 R9 中学校（２１施設） 
2028 R10 その他施設（大蔵運動場、世田谷美術館など９施設） 
2029 R11 ― 
2030 R12 ― 
 

【目標の算出根拠】 
「世田谷区地球温暖化対策地域推進計画」における目標は 50％であるが、本計画の策定にあたり
目標を見直し、本計画「１計画の基本的事項」「（２）計画の位置付け」に記載のとおり、国の「地
球温暖化対策計画」を踏まえ、政府実行計画に定める目標の 60％以上を考慮し目標を設定した。 
現在、東京電力と契約している高圧施設（約１５０施設）について、順次、再エネ導入を進め、2030
年度までに導入率 68%以上とする。 
 

  

目標 ２０３０年度までに区が管理する公共建築物で使用する電力を６８％以上 
再生可能エネルギー電力とする。 
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（７）コピー用紙購入枚数の削減 

 

 

 

個別の取組み 個別の取組みの目標及び内容 

用紙類の使用量の 
削減 

２０３０年度までに２０２２年度比で区全体でのコピー用紙購入枚数を 
５０％以上削減する。 
ペーパーレス化を推進し、審議会等資料の電子媒体での提供、業務における資料
の簡素化、両面印刷等を行う。 

 

  

目標 ２０３０年度までに２０２２年度比で区全体でのコピー用紙購入枚数を 
５０％以上削減する。 
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５ その他の取組み  

 

１ 公共建築物の建築、管理等に当たっての取組み 

取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

庁舎における 
省エネルギー 
対策の徹底 

庁舎内における適切な室温管理（冷房の
場合は２８度程度、暖房の場合は１９度
程度） 

   

学校、区民利用 
施設等公共施 
設における 
省エネルギー 
対策の徹底 
【拡充】 

空調設備の適正利用（温度設定、遮光や
外気遮断等の徹底）など、公共施設のエ
ネルギー利用のあり方を検証、アップデ
ートし、施設運営における省エネルギー
を徹底する。 

   

公共建築物の
建築等に当た
っての環境配
慮の実施 

建築資材の選択における環境配慮や 
建設廃棄物の抑制の検討    

雨水利用設備等の活用による水の有効
利用    

脱炭素社会の実現に資する等のための
建築物等における木材の利用の促進に
関する法律に基づく木材利用の促進 

   

敷地内の緑化    

※環境マネジメントシステム「ＥＣОステップせたがや」による実績把握。その他の表についても同様。 

 

２ 財やサービスの購入・使用に当たっての取組 

取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

省エネルギー 
型機器の導入 
等 

ICT 機器や家電製品等の機器の省エネ
ルギー型への更新    

省エネルギー設定の適用等による使用
面の改善    

自動車利用の
抑制 

ウェブ会議システムの活用等による対
応も含めた職員及び来庁者の自動車利
用の抑制・効率化 〇 自動車走行距離 

燃料使用量 

 

通勤時や業務時の移動における公共交
通機関の利用の推進  

節水機器等の 
導入 

水多消費型の機器の買換えに当たって
は、節水型等の温室効果ガスの排出の
少ない機器等を選択する。 
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取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

リデュースの 
取組みやリユ
ース・リサイク
ル製品の率先
調達 

ワンウェイ（使い捨て）製品の調達抑制    
リユース可能な製品およびリサイクル
材や再生可能資源を用いた製品の調達    

プラスチック製の物品の調達に当たっ
ては、プラスチックに係る資源循環の
促進等に関する法律（令和３年法律第
６０号）に則り、プラスチック使用製品
設計指針に適合した認定プラスチック
使用製品を調達 

   

再生紙の使用 
等 

古紙パルプ配合率のより高い用紙類の
調達割合の向上    

その他の紙類等についても再生紙の使
用を進める。    

省エネルギー 
型自動販売機 
の継続等 

庁舎内の自動販売機の省エネルギー型
機器設置の継続    

庁舎内の売店等の省エネルギー化    

フロン類の 
排出の抑制 

フロン類冷媒を使用する業務用冷凍空
調機器等を使用する場合は、フロン類
の使用の合理化及び管理の適正化に関
する法律に基づき、機器の点検や点検
履歴等の保存を行い、使用時漏えい対
策に取り組む。 

〇 

フロン排出抑制
法に関する調
査、環境関連法
令チェックシー
ト、環境監査等 

 

機器の廃棄時には、同法に基づき冷媒
回収を徹底する。  

 

３ その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の削減等への配慮 

取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

廃棄物の３Ｒ＋
Renewable 

庁舎等から排出される廃棄物及び廃
棄物中の可燃ごみについて、 
３Ｒ（発生抑制（Reduce）、再使用
（Reuse）、再生利用（Recycle）） 
＋Renewable(バイオマス化・再生材
利用等)を図る。 

〇 
（一部） 

廃棄物廃棄量、
リサイクル量 

 

庁舎等から排出されるプラスチック
ごみの排出の抑制  

区主催等のイベ 
ントの実施に伴 
う温室効果ガス 
の排出等の削減
【新規】 

区が主催するイベントの実施に当た
っては、省エネルギーなど温室効果ガ
スの排出削減に資する取組みや、廃棄
物の分別、減量化などに努めるととも
に、リユース製品やリサイクル製品を
活用する。 
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取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

事業構築、計画 
策定における 
脱炭素の推進 
【新規】 

事業構築、計画策定において、脱炭素
の視点を取り入れて、事業を構築、実
施する。また、事業評価においても脱
炭素の観点を含めた評価を行う。 

   

 

４ ワークライフバランスの確保・職員に対する研修等 

取組み 取組みの内容 
実績把握
※ 

実績把握 
項目等 

担当課 

ワークライフ 
バランスの確保 

計画的な定時退庁の実施による超過
勤務の縮減、休暇の取得促進、テレワ
ークの導入、ウェブ会議システムの活
用等、温室効果ガスの排出削減にもつ
ながる効率的な勤務体制の推進に努
める。 

   

研修の機会の提
供、情報提供 

職員に対する地球温暖化対策に関す
る研修等の実施 〇 事務局等による

研修の実施  

脱炭素型ライフ
スタイルの情報
提供【新規】 

職員への脱炭素型ライフスタイルに
関する情報提供    
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６ 計画の推進、進捗管理 

（１）推進体制 

本計画の推進には、世田谷区環境マネジメントシステム「ＥＣＯステップせたがや」の推進

体制（図２参照）を用いる。 

【図２】推進体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境監査チーム 

環境マネジメントシステム事務局 

小・中学校、幼稚園 

環境マネジメントシステム本部会議 

部長会又は気候危機対策会議： 

副区長及び部長級 

環境マネジメントシステム推進幹事

会：課長級、同作業部会：係長級 

環境活動責任者 

（課長） 

施設環境マネージャー 

（出先職場の長） 

環境マネージャー 

（庶務担当係長等） 

環境 

サブマネージャー 

（課長が指名） 

施設環境 

サブマネージャー 

（必要に応じて課長が指名） 

環境管理副総括者 

（副区長・教育長） 

環境管理責任者 

（環境政策部長） 

環境活動総括者 

（部長級） 

環境管理総括者 

（区長） 

施設環境マネージャー 

（小・中学校長、幼稚園長） 

施設環境 

サブマネージャー 

（小・中学校長、幼稚園長が指名） 



 

22 
 

（２）進捗の把握（点検・評価）、見直し 

総合的な目標や進捗管理を行う取組みについては、環境マネジメントシステム「ＥＣＯステ

ップせたがや」等により進捗管理し、点検、評価を実施する。また、必要に応じて取組み内容

や目標値等の見直しを実施する。 

（３）公表 

本計画の実施状況については、環境マネジメントシステム「ＥＣＯステップせたがや」の成

果の公表とあわせて、毎年 1回、区のホームページ等で公表する。 

 


